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災害からの復興と地域の安全性

一中国・唐山地震による事例研究-

1.はじめに

2.方法のあらまし

3.被害データの分析(唐山地震)

4.死者数の推定(復興後)

5.考察ー結論に変えて
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要約

唐山地震の再来を仮定し、復興後の唐山における死者数を推定した。この結果と、唐山地

震での実際の死者数を比較し、災害からの復興にともなう、被災域の安全性の変化について

分析した。分析の結果、つぎの点が明らかになった。1)もっとも大きな被害を受けた地域で

は、安全性が著しく向上したものの、それ以外の地域では、それに比肩しうる安全性の向上

はなく、復興後にも、大きな被害ポテンシャルを擁することになった。 2)もっとも大きな被

害を受けた地域での安全性の向上は、鉄筋コンクリー卜部材を用いて建設された、復旧時の

建物の耐震性に起因する。それ以外の地域での安全性の向上を阻害した原因は、被災後にも

継続的に使用された、補強要素を持たない組積造建物の脆弱性にある。

1 .はじめに

被災をきっかけとして、構造物の強化や土地利

用計画の改善が図られ、地域の防災性が向上する

ことがある。

この研究では、そのような事例のーっとして、唐
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山地震(1976年、中国)の場合に注目し、被災し

た地域の安全性が、地震の前後でどのように変化

したのかを調べてみた。また、このような分析を

進めながら、安全性の向上に寄与した要因を明ら

かにし、あわせて、復興後に残された地震防災上

の問題について考えた。

この報告は、土木計画学研究発表会(1993年 12 月 1~3 日、福井市)で発表した論文に、加筆・修正を施して取りま

とめたものである。
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この研究の目的は、途上国の地震災害を主な対

象として、防災計画の立案に必要な知見と基礎知

識を獲得・蓄積することにある。

2.方法のあらまし

(1)評価指標

唐山地震の例を見るまでもなく、途上国での地

震災害には、死者の大量発生という特徴がある。

このことを考慮し、死者数を指標として、地域の

安全性を測ることにした。おなじ強さの揺れを受

けたとき、死者が多い環境を危険なもの、死者が

少ない環境を安全なものと考えた。

(2)評価手順

地震前の環境に対する安全性(危険性)は、唐山

地震のデータ(死者数)によって測ることができ

る。これに対し、地震後(復興後)の環境に対し

ては、何らかの方法で死者数を推定し、その結果

で評価する必要がある。

地震後の環境での死者数を推定するために、唐

山地震の震度分布(楊.1986)を入力情報として、

被害シミュレイションを行った。災害の発生に伴

って生じた地域の変容は、住宅の構造形式と人口

の変化として表現した。

VII 

唐山地震のデータと、地震後の環境に対するシ

ミュレイションの結果を比較することは、 2つの供

試体を並べて加振するような、振動台試験に見立

てることができる。二つの供試体(地震の前後で

の唐山)に同じ刺激(地震)を与え、それぞれの

反応(死者数)の違いから、供試体の特性(防災

性)の違いを測定しようと考えた。

なお、このような考え方に基づく被害推定には、

当該地域での「つぎの地震」による被害を予測す

るのとは違った意味がある。上述の「振動台実験J

に用いた入力地震は、あくまでも仮想の地震であ

り、現実の地震活動上の特徴を全く反映していな

い。にもかかわらず、この地震を使って被害を推

定すれば、唐山地震の被害との比較で現状を位置

づける、という単純な考え方をとりつつ、当該地

域の人為環境の安全性を評価する、という目的を

十分に果たすことができる。

(3)対象域

事例分析の対象域として、唐山市と唐山地区

(1976年当時)を選んだ(図1)。唐山地区は、唐

山市の周辺に位置する 14の行政単位、すなわち秦

皇島市、 12の県(日本の郡にあたる)、 1つの農墾

区で構成されていた。この地域の面積は 16.

500km2、人口は700万だった(1975年)。唐山

地震による、この地域での死者は20万5千を数え

BohaiBay 
50km 

図 1 事例研究の対象域一等震度線は楊(1986)による
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震度(中国式)

o :豆I。で c=oを与えるような震度
100 :ミ11∞でc= 100を与えるような震度
震度と倒壊率の非直線的な関係を与える係

数。

構造形式ごとの倒壊率曲線(図2)には、あまり

大きな違いがないことが分かつたので、ただ一つ

の倒壊率関数で、建物の平均的な強度を表した。

この被害率関数(図2の太線)を与える特化係数

は、次のように求められた(塩野・太田， 1992) 
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n 

た。これは、唐山地震による全死者数の、およそ

85%に相当する。

対象域内の15の行政単位のなかで、唐山市がも

っとも大きな被害を受けた。唐山地区での被害も

大きかったが、唐山市に比べれば軽かった。この

研究では、被害の「中心部」と「周辺部」という

観点からの比較も取り入れることにし、つぎの2つ

の地域に分けて被害を分析した:

1 )被害の中心部(唐山市)

2)被害の周辺部(唐山地区)

1 0 = 4.29 

1 1∞=  11.23 

n = 3.110 

(2)死者発生率

世界各地の地震災害から収集されたデータ

(Co burn et al.， 1989)を参考に、死者率関数

(建物倒壊率と死者発生率の関係)の一般形をつぎ

のように与えた:

3.被害データの分析(唐山地震)

(1)建物倒壊率

唐山地震での建物被害について記した文献(郎・

楊，1986;楊・邸， 1986)を収集し、震度と倒壊率

の関係(倒壊率関数)を誘導した(図2)。この研

究では、「修復できない」被害を「倒壊Jと考えた。

倒壊率(96)

100 
. (2) 

F: 死者発生率(%)

C: 建物の倒壊率(%)

F 10C : C = 100のときの死者発生率(%)

建物倒壊率と死者発生率の非直線的な

関係を与える係数。

=F，∞・ Cn F (C) 

n 

50 

O 
5 

唐山地震による人的被害の記録は、あまり多く

公表されていない。そのなかで、表1に示したデー

タ(王・他， 1986)は、死者発生の全体的な態様

を示したものとして貴重だった。

12 

図2のデータを参考に、倒壊率関数の一般形をつ

ぎのように与えた:

11 10 

倒壊率関数(唐山地震)

8 9 
震度(中国式)

6 

図2

死者数の分布 (1976年唐山地震)表1n
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表1に示した死者数の分布を、もっともよく説明

することを条件として、式 (2)の特化係数をつぎ

のように決定した(塩野・太田， 1992) : 

F，∞= 30.1 

n = 1.78 

死者発生率(%)

40 

30 

20 

10 

円。0=30.1%
n=1.78 

. (3) 

c 建物の構造形式を示す添え字

1 :震度 (I= I (r ， D)) 

r:距離

D:方位。

この方法では、地域の特徴は人口の分布と建物

の構造形式によって、地震の特徴は震度分布によ

って捉えられる。建物(構造形式)の違いは、建

物倒壊率と死者発生率の違いになって、死者数に

影響する。

この方法による推定値の精度と信頼性は、べつ

の機会 (Shionoet al.， 1991a， b)に確かめた。

(2)建物倒壊率

1)被害の中心部(唐山市)

唐山市では、住宅の形態が著しく変化した。地

震の前には、戸建または連棟式の平屋が用いられ
O 
O 50 100 ていた(その大半が地震で矢われた)。住宅の復旧

倒壊率(%)

図3 死者率関数

上記の係数をもっ死者関数率を図3に示した。

図の中には、他の文献から収集した、いくつかの

断片的なデータも記入した。これらのなかには、

死者率関数から大きくかけ離れたものは含まれて

おらず、死者率関数の妥当性を支持している。

4.死者数の推定(復興後)

(1)推定方法

死者数の推定は、つぎのように行った:

D=村山ρ・dc(UI))]d rodDj 

ここに

D:死者数

ρ:人口密度 (ρ=ρ(r， D)) 

d:死者発生率(死者数/地域の人口)

f :建物倒壊率

(4) 

には、 4-6階建ての集合住宅が用いられた。

集合住宅の構造形式は、図4に示した3種類に大

別できる。

補強組積造は、煉耳壁のなかに、柱状・梁状の鉄

筋コンクリー卜部材を配置した構造である。鉄筋

コンクリート部材によって煉瓦壁を拘束

(confine)し、構造物の一体性と、それによる強

度の向上を図っている。この構造は、

confinedmasonry と呼ばれるものであり、

reinforced masonryとは区別できる。後者は、

中空部を持ったブ、ロックを、鉄筋とモルタルで連

結する工法である。日本で多用されているブロッ

ク塀は、補強の水準があまり高くはないが、

reinforced masonryに分類できる。混合構造で

は、外壁には補強組積 (confinedmasonry)を、

内壁には鉄筋コンクリート・パネルを使用する。

国家地震局 (State Seismological Bureau， 

1992)が提案した被害マトリクスを参考に、集合

住宅の耐震性を推定した。被害マトリクスは、つ

ぎの3つの構造形式について示されていた:



塩野・太田:災害からの復興と地域の安全性

煉瓦(外盤) 煉瓦(外壁} RCパネル(外壁)

|¥C (往)市長
RC (柱}

叶ドI.cm 斗ド土cm斗悼cm 斗£fm 斗ぷcm 叶伴F

1 )非補強煉五

煉瓦(内壁)

補強組積造

(Confined Masonry) 

RCパネル(内壁)

「

合成構造

図4 集合住宅の徳造形式

RCパネル(内壁)

「

パネル造

2)耐震設計をしていない鉄筋コンクリート

3)耐震設計した鉄筋コンクリート。

表2 倒壊率関数の特化係数

構造形式

補強組積キ 4.1 

混合構造 4.1 

RCノぐネlレ 4.1 

はじめに、唐山市の集合住宅の構造形式と、国家

地震局の分類が、つぎのように対応すると考えた。

補強組積 (confinedmasonry)は、非補強煉瓦

と耐震設計をしていない鉄筋コンクリートの中間

的な性格をもち、その倒壊率も両者の間にある。

混合構造と鉄筋コンクリート・パネルは、それぞ

れ、耐震設計をしていない鉄筋コンクリートと、耐

勺 confinedmasonry 

震設計した鉄筋コンクリートに対応し、圃家地震 倒壊率(同)

局が示した倒壊率関数をそのまま用いることがで 100 

きる。
80ト

煉瓦
畠

R C (非耐震化)

60卜| • RC (耐震化)• 
国家地震局 (1992)による

20 

o 

1 1凹

13.7 

15.7 

34.6 

81 

n 

3.63 

3.63 

3.63 

つぎに、震度と倒壊率の関係(国家地震局が示し

たデータ;図5にプロット)をもとに、構造形式ご

とに倒壊率関数を導いた。倒壊率関数は、式(1)

に示した一般形を持つものとし、図5のプロットへ

の「曲線のあてはめJ(シンプレックス法による)

を行って決定した。国家地震局の被害マトリクス

には、震度9までの倒壊率だけが与えられていたの

で、倒壊率関数の一般型(式(1))で外挿し、震

6 7 8 9 10 11 12 

震度(中国式)

度11までの倒壊率を推定した。倒壊率関数の特化

係数を表2に示した。 図5 集合住宅の倒壊率関数
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なお、倒壊率関数を求める実際の手順は、補強組

積、混合構造、鉄筋コンクリート・パネルの倒壊

率をおなじ震度での非補強組積の倒壊率の2/3.

1/3. 1/ 100で与え、これに対して回帰曲線を求

める、というものだった。この方法は、国家地震

局が示した、少ないデータを利用するために、止

むを得ず用いたものであるが、結果的には、ほぼ

妥当と思われる回帰曲線が得られた。

住宅の棟数を構造形式べつに知るために、簡単

な現地調査を行った。この調査は、構造形式べつ

に居住者数を把握し、それぞれに死者数を推定す

るために必要だった(式 (3)を参照)。

現地調査は1991年7月に、 21ヶ所の住宅地で行

い、集合住宅の構造形式(外壁および内壁の材料)

を判定した。この調査についての詳しい説明を付

録に示した。

調査の結果を表3に示した。また、この調査によ

って、集合住宅の大きさ(1棟あたりの住居者数)

が、構造形式の違いによらずほぼ一定であり、し

たがって、構造形式べつの棟数の割合から、それ

ぞれの居住者数の割合が推定できることも確かめ

た。

表3 集合住宅の構造形式とその劃合

構造形式 棟数の割合

補強組積 (ConfinedMasonry) 25 % 

混合構造 50% 

RCノぐネノレ 25% 

2)被害の周辺部(唐山地区)

唐山地区の住宅は、非補強組積造の平屋(戸建ま

たは連棟式)によって再建された。また、近年の

住宅建設にも、同様な建物が用いられている。

国家地震局が示した被害マトリクスによれば、

近年の非補強組積造建物の強度は、唐山地震のこ

ろよりも相当に向上している。材料の質の向上や、

工法の改善による効果だと考えられる。また、圏

梁 Ointel)や鉄筋コンクリート製の細い柱など、

構造物の一体性を強化するための部材の効果も含

めて評価しているように思われる。図6には、唐山

地震の当時と、現在の非補強組積造に対する倒壊

率関数を示した。

倒壊率 00
100 

80 

60 

40 

20 

O 
6 

... ... 
7 8 9 10 
震度(中国式)

11 

図6 非補強組積造建物の倒壊率関数

死者数の推定には、新しい建物の倒壊率関数を

用いた。このような取り扱いは、死者数を小さめ

に評価する可能性がある。唐山地区には、古い建

物も相当に残っており、その影響によって、倒壊

率が高まると推測されるためである。

なお、唐山地震のさいに倒壊をまぬがれた建物

は、唐山地震の再来でも倒壊しない、と考えるこ

ともできる。しかし、倒壊をまぬがれた建物は、唐

山地震による被害(倒壊には到らない程度の)が

「蓄積」されていること、地震以後の経年的な劣化

が見込まれることなど、構造的にみて、さまざま

な不利な要因を抱えている。唐山地震で倒壊しな

かった建物が、唐山地震の再来にも耐える強度を

持っている、と単純に考えることはできない。

(3)死者発生率

死者率関数には、唐山市と唐山地区の違いによ

らず、唐山地震のデータから導いた結果を用いた。

これは、式 (2)の一般形に、式 (3)に示した2つ

の特化係数 (F1∞= 30.1、n= 1.78)を与えたも

のである。

この死者率関数は、非補強組積造の倒壊による

死者のデータをもとに導いたものであり、この点

を考慮すると、現在の唐山市での死者を多めに推
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定することが予想される。倒壊した建物に閉じ込

められた被害者の生存時聞は、組積造の場合より

も、鉄筋コンクリート造の方が長く、生存救出の

可能性も高まるためである。このような効果は、

鉄筋コンクリート製の大きな部材(パネル、柱、梁

など)が、倒壊した建物の内部に安全な空隙を形

成する効果として説明されている (Sakai，1991)。

(4)死者数

以上のように求めた倒壊率関数(一般形は式

(1)、特化係数は表3)と死者率関数(一般形は式

(2)、特化係数は式 (3))、および唐山地震の震度

分布を式 (4)に代入し、死者数を推定した。計算

は、 l辺が5kmのメッシュ(正方形)を単位とし

て行った。結果を表4に示した。

表4 死者数の予測値(唐山地震のデータとの比較)

死者数(かっこ内は死者発生率)

唐山地震[データ]復興後[推定値]

唐山市 136，000 (11. 4%) 

唐山地区 69， 000 ( 1. 1%) 

合計 205，000 ( 2.脱)

8， 000 (0. 5見)

21， 000 (0. 3児)

29，000(0.4先)

5. 考察一結論にかえて

唐山地震で、被害の中心になった唐山市では、復

興後、地域の安全性が大きく向上した。復興した

唐山市を、唐山地震の再来がおそったと仮定した

ときの死者数は、唐山地震での死者数の十数分の

lにも満たないことが推定された。この推定に使

った死者率関数には大きめの値を与えている可能

性があり、この点を考えると、死者数はさらに減

少する。

これに対し、被害の周辺部(唐山地区)での安全

性は、ある程度は向上したものの、中心部(唐山

市)での水準には及んでいない。復興後の状況に

対する死者数は2万人と推定されており、唐山地震

での死者数 (7万人)とオーダー的には変わりがな

い。この推定では、建物の倒壊率が低めに与えら

れていることを考えると、死者数の推定値も小さ

めになっている可能性が高い。

被害の中心部と周辺部を合わせた死者数の推定

値は、復興後の状況でも、万のオーダーにとどま

った。これは、近年の主要な地震災害での死者数:

1975年ミチヨアカン地震(メキシコ)での1万人、

1988年スピタク地震(アルメニア)での2万5千

人、 1990年マンジール(イラン)での3万5千人

と肩を並べる数字である(図7)。唐山地震の被災

域(唐山市、唐山地区)は、いまなお「第一級」の

災害を発生させる素地を残している。

死者数(人)

40，000 

30，000 

20，000 

10，000 

。
計ゅのてっぺゾペソ川

チ 11'V

図7 近年の主要な地震災害による死者数の比較

地域安全計画(防災のための地域計画)という観

点から唐山の復興事例をみると、地域の安全化は、

点(すなわち、唐山市という 1つの行政単位)では

達成されたものの、面(すなわち、唐山地区の14

の行政単位)にまで及んでいないことが分かった。

被害の中心部での目覚ましい改善にくらべ、被害

の周辺部、ひいては被害の中心部と周辺部を合わ

せた被災域全体での改善は、はるかに低いレベル

に止まった。この発見は、地域の防災化という課

題にとって、対象となる地域の大きさが、重大な

検討事項であることを示している。

なお唐山市には、被害の中心部としての位置づ

けのほかに、唐山地区の中心都市としての位置づ

けもできる。このような枠組みのもとで、復興状
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況のちがいを分析することも興味ぶかいく、今後

の課題のーっとして取り上げていきたい。

死者の発生を、建物の構造形式との関連で考え

ると、非補強組積造の脆弱性、さらにはその倒壊

に起因する死者の誘発性を問題にすべきことが指

摘できる。この研究でも、非補強組積造による住

宅の採用が、唐山地区での安全性の向上を阻害す

る要因になっていることが明らかになった。材料

や工法の改善により、非補強組積造の強度が向上

してはいるものの、そのような改善が限度に達し

ていることも事実であろう。非補強組積造という

構造形式が、鉄筋コンクリートの柱、梁、壁など

をもっ、耐震的な構造形式に比べ格段に、しかも

本質的に弱いことに問題がある。

謝辞中国での資料収集と現地調査は、北海道

大学の村上ひとみさん・岡田成幸さんと協力して

行った。記して、感謝する。
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付録唐山市の集合住宅

構造形式べつにみた棟数の割合

唐山市の集合住宅に用いられている構造形式は、

つぎの3種類に大別できる(本文の図4を参照): 

1 )補強組積造 Cconfinedmasonry) 

2)混合構造

3)鉄筋コンクリート・パネル造。
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市内の住宅地のなかから21カ所を選び、集合住

宅の構造形式を調査した。市内の道路網は、東西

に伸びる新華道 (XinhuaDao)と、南北に伸び

る建設路 (JiansheLu)を中心に構成されている。

新華道と建設路に沿って、調査を進めた(図A)。

新華道では、道路の南側に建設された、すべての

住宅地を調査した。ただし、道路の南側に住宅地

がない部分 (E9とE13の間)では、道路の北側で

調査を続けた。新華道に沿って調査した住宅地の

数は13カ所だった。建設路では、道路の東側に建

設された、すべての住宅地 (8カ所)を調査した。

構造形式の識別は、建物の内外からの観察によ

って行った。組積(煉瓦)壁と鉄筋コンクリート

壁の違いは、窓やドアの取付部を観察し、壁の厚

さに注目して判断した。

調査の結果を表A1と表A2に示した。

塩野・太田:災害からの復興と地域の安全性

死者数を推定する過程で、「どのような建物に、

何人の人が住んでいるか」を知る必要が生じた。

しかし、構造形式べつの棟数を記載した資料は入

手できなかった。

筆者らは、詳しいデータを入手することを断念

し、それに代わる方法として、構造形式べつの「棟

数の割合」を知るためのサンプリンク*調査を行っ

た。集合住宅の収容者数が、その構造形式によら

ず一定であることを仮定し、構造形式べつの収容

者数を、構造形式べつの棟数の割合から推定する

ことを考えた。なお、集合住宅の大きさ(収容者

数)が、その構造種別によらず、ほぼ一定である

ことは、現地調査によって確かめられた。

調査は、 1991年7月26-27日に行った。これ

は地震の発生から15年目にあたり、災害からの復

旧・復興による急激な変化は、すでに収束してい
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表 A1 集合住宅の構造形式 表 A2 調査のまとめ

調査地点 構造形式 構造形式 住宅地の数 割 ムcl、

新華道 補強組積造 5.5 25% 

El 補強組積造
混合構造 1 1 50% 

E2 混合構造
RCパネル造 5.5 • 25% 

E3 混合構造

E4 RCパネル造
調査地点E5では、 lつの住宅地の中に、補

E5 補強組積造、 RCパネル造
強組積造の建物と RCパネル造の建物が混

E6 RCパネル造
在していた。建物形式の混在を rO.5カ所J

E7 補強組積造
と表した。

E8 RCパネル造

E9 補強組積造 どの住宅にも、おなじ棟数の集合住宅が建設さ

E 1 0 混合構造 れているとすれば、構造形式別の「住宅地の数」の

E 1 1 混合構造 割合(表A2)は、「棟数」の割合と読み替えるこ

E12 混合構造 とができる。市外図を見ると、どの住宅地も一辺

E13 混合構造 が2-300m程度の四辺形であり、大きさの違いは

建設路 なく、建物の数にも大きな違いはないように思わ

Nl RCパネル造 れた。「住宅地の数Jから「棟数jへの読み替えに、

N2 補強組積造 大きな無理はないと判断した。

N3 混合構造

N4 混合構造

N5 補強組積造

N6 混合構造

N7 混合構造

N8 RCパネル造
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Comparing an estimated death to11 in the reconstructed environment of Tangshan with the 

actual deaths in the 1976 earthquake， we evaluated the enhancements in seismic safety attained 

during the reconstruction. It was found that while the most severely aff巴ctedarea was remarkably 

improved， the less severely affected area was not rebuilt to the standards of the most severely 

affected area. The incr巴as巴dsaf巴tyof the most severely affected area are attributed to the 

reinforced concrete elements of the buildings. The hazardous situation in the less sev巴rely

affected area is due to th巴 collapsiblenatur巴 ofthe unreinforced masonry construction. 




